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浄
化
槽
は
、
保
守
点
検
・
清
掃

と
は
別
に
毎
年
１
回
、
県
が
指
定

す
る
検
査
機
関
に
よ
る
法
定
検
査

（
浄
化
槽
法
第
11
条
検
査
）
を
受

け
る
こ
と
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い

ま
す
。

き
れ
い
な
河
川
環
境
を
守
る
た

め
、
県
で
は
、
今
年
度
か
ら
新
方

式
を
導
入
し
、
全
部
の
浄
化
槽
に

つ
い
て
、
毎
年
法
定
検
査
を
実
施

す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

浄
化
槽
の
法
定
検
査（
新
方
式
）の
お
知
ら
せ

�
新
方
式

50
人
槽
以
下
の
浄
化

槽
は
、
保
守
点
検
業
者
に
依
頼

し
、法
定
検
査
が
受
け
ら
れ
ま
す

�
検
査
料
金
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槽
以
下
）

５
、
０
０
０
円
（
非
課
税
）

※
51
人
槽
以
上
の
浄
化
槽
、
未
管

理
浄
化
槽
お
よ
び
機
能
改
善
困
難

な
浄
化
槽
は
�
群
馬
県
環
境
検
査

事
業
団
が
検
査
を
実
施
し
ま
す
。

問
い
合
せ
先

現
在
、
ご
契
約
さ
れ
て
い
る
保

守
点
検
業
者

※
法
定
検
査
を
受
託
し
て
い
な
い

場
合
は
、
次
の
問
い
合
わ
せ
先
に

ご
相
談
し
て
く
だ
さ
い
。
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※
詳
し
く
は
環
境
課
へ
お
問
い
合

わ
せ
く
だ
さ
い
。

国
民
年
金
に
は
、
所
得
が
少
な

く
、
保
険
料
を
納
め
る
こ
と
が
困

難
な
場
合
に
、
一
定
の
基
準
に
よ

り
保
険
料
の
納
付
が
免
除
ま
た
は

猶
予
さ
れ
る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

免
除
を
受
け
た
期
間
や
、
納
付

猶
予
を
受
け
た
期
間
中
に
万
が
一

の
事
故
で
障
害
が
残
っ
た
と
き

や
、
一
家
の
働
き
手
が
亡
く
な
っ

た
と
き
に
は
、
障
害
基
礎
年
金
や

遺
族
基
礎
年
金
の
支
給
対
象
と
な

り
ま
す
。

申
請
免
除
制
度

本
人
、
配
偶
者
お
よ
び
世
帯
主

の
前
年
の
所
得
が
一
定
の
基
準
に

若
年
者
納
付
猶
予
制
度
等
が
あ
り
ま
す
！

該
当
す
る
場
合
、
申
請
し
て
承
認

を
受
け
る
と
保
険
料
の
全
額
ま
た

は
半
額
の
納
付
が
免
除
さ
れ
ま

す
。
半
額
免
除
が
承
認
さ
れ
た
場

合
に
は
、
残
り
の
半
額
分
の
保
険

料
を
納
め
な
い
と
未
納
と
同
じ
扱

い
に
な
り
ま
す
。

承
認
期
間
は
、
申
請
月
に
か
か

わ
ら
ず
平
成
17
年
７
月
か
ら
平
成

18
年
６
月
ま
で
で
す
。

若
年
者
納
付
猶
予
制
度

30
歳
未
満
の
第
一
号
被
保
険
者

本
人
お
よ
び
配
偶
者
の
所
得
が
一

定
の
基
準
に
該
当
す
る
場
合
、
保

険
料
の
納
付
が
猶
予
さ
れ
ま
す
。

承
認
期
間
は
、
申
請
月
に
か
か

わ
ら
ず
平
成
17
年
７
月
か
ら
平
成

18
年
６
月
ま
で
で
す
。

学
生
納
付
特
例
制
度

学
生
本
人
の
所
得
が
一
定
以
下

の
場
合
、
申
請
し
承
認
を
受
け
る

と
、
学
生
期
間
中
の
保
険
料
納
付

が
猶
予
さ
れ
ま
す
。

承
認
期
間
は
、
申
請
月
に
か
か

わ
ら
ず
平
成
17
年
４
月
か
ら
平
成

18
年
３
月
ま
で
で
す
。

※
申
請
免
除
制
度
・
若
年
者
納
付

猶
予
制
度
、
学
生
納
付
特
例
制
度

と
も
に
、
申
請
は
毎
年
必
要
で
す

の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

農
地
は
、
担
い
手
不
足
や

高
齢
化
な
ど
か
ら
、
年
々
荒

廃
化
が
進
ん
で
い
ま
す
。
単

に
雑
草
の
繁
茂
や
病
害
虫
の

発
生
、
鳥
獣
害
、
農
地
の
利

用
集
積
の
阻
害
と
い
っ
た
農

業
現
場
の
問
題
を
ひ
き
起
こ

し
て
い
る
だ
け
で
な
く
、
広

く
国
民
食
料
の
観
点
か
ら
も

問
題
で
す
。

国
で
は
「
食
料
・
農
業
・

農
村
基
本
法
」
に
基
づ
き
、

平
成
12
年
3
月
に
策
定
さ
れ

た
「
食
料
・
農
業
・
農
村
基

本
計
画
」
で
、
生
産
と
消
費

の
両
面
に
わ
た
る
国
民
参
加

型
の
取
組
み
を
指
針
と
し
、

2
0
2
2
年
度
ま
で
に
食
料

自
給
率
45
％
を
目
標
に
掲
げ

て
お
り
ま
す
。

農
地
は
人
間
の
生
存
基
盤

で
あ
る
食
料
を
生
産
す
る
場

で
あ
り
、
地
域
環
境
を
守
り

育
む
場
で
も
あ
り
ま
す
。
大

切
な
財
産
で
あ
る
農
地
を
守

り
、
有
効
に
利
用
し
ま
し
ょ

う
。 農

地
を
守
り

農
地
を
生
か
そ
う
！
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